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住民による防災訓練の取り組み 

―兵庫県明石市を事例に― 

 

山本 陸翔・矢嶋 巌 

  

Ⅰ. 序論 

1995（平成 7）年に発生した兵庫県南部地震が引

き起こした阪神・淡路大震災などを機に、日本では

防災訓練の必要性が再確認された。久田ほか（2009）

によると、阪神・淡路大震災直後に被災の全体像を

把握するなどの緊急活動を行う上で、自治体と地域

住民による共助の重要性が改めて確認された。まず、

警察・消防・自治体など公的機関に電話や駆け込み

による救援要請が殺到し、被害の全体像を把握でき

ないまま個別対応を行わざる得ない状況になった。

これにより、最も被害が大きかった地域の情報が入

手できなくなり対応が行えないといった問題点が指

摘された。また、この災害を契機に、防災訓練にも

問題点が指摘された。すなわち被災直後に行わなけ

ればならないことが、避難よりもまず自分と家族の

身の安全確保であることが認識された。次に、隣近

所が協働した被災状況の確認、初期消火や閉じ込め

られた人の救出、負傷者の救援救護、災害時の要支

援者の安否確認などの救急対応活動であったという。

つまり、共助が重要であった。 

現在、防災訓練は全国的に小学校区を単位とした

地域運営組織（まちづくり協議会）で行われている。

その運営は、地域住民による無償ボランティアで行

われている。総務省地域力創造グループ地域振興室

（2019）によると、この組織はまちづくり協議会を

抽象化したもので、地域運営組織の定義は「地域の

暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となっ

て形成され、地域内の様々な関係主体が参加する協

議組織が定めた地域運営の指針に基づき、地域課題

の解決に向けた取り組みを持続的に実践する組織」

としている。地域運営組織は、全国の1,722市区町

村に 4,787 組織（711 市町村）が存在し、41.3％の

市町村にある。存在しない市町村のうち約85％が必

要性を認識している。組織形態は、約86％が法人格

を持たない任意団体で、次いで NPO 法人が約 5％で

ある。活動内容は、主に高齢者交流サービス、基礎

的活動、生活支援活動、地域資源活用・保全活動な

どであり、その基礎的活動に当たるのが地域イベン

ト運営、そして防災訓練である。 

 総務省地域力創造グループ地域振興室（2016）に

よると、地域運営組織の活動範囲は小学校区を想定

していて、顔が見られる範囲、すなわち一定程度の

区域の広がりを持ちつつ、住民相互のつながりがあ

る程度保たれる範囲である。 

 とはいえ、災害の内容は、その場所の自然条件や

社会の在り方によって異なるし、時代によっても変

わる。今後発生すると大きな被害が予想される南海・

東南海地震（南海トラフ地震）に対して、こうした

点に留意して被害を少なくするためにはどのような

防災訓練が行われるべきなのか。 

野田・矢嶋（2016）は、阪神・淡路大震災以降、

日本各地で自主防災組織が結成されたが、その活動

は不活発となり、形骸化しつつある状況が先行研究

により指摘されているとしたうえで、特に自主防災

組織の組織率が高いとされる兵庫県を取り上げ、高

砂市と西宮市の自治会の防災活動について、関係者

への聞き取り調査に基づいた比較研究を行った。そ

の結果、自治体により活動の積極性に差異がある点、

震災の被災地で活動が比較的活発とされる自治体で

あっても、地区により活動の積極性が異なる点を指

摘した。そして、地域住民全体としての防災に対す

る意識は決して高いとは言えないとした。なお、言
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及はなかったが、自治会という比較的小規模な単位

での防災訓練の取り組みの難しさも読み取れた。 

そこで本研究では、阪神・淡路大震災のときに人

口が比較的多かったものの、被害が比較的小さかっ

た兵庫県明石市を取り上げ、まちづくり協議会が地

域の特性に応じてどういった防災訓練を行い、住民

に対して防災意識を促そうとしているのか、またど

のような課題があるのかについて明らかにしていく。

それにより、防災訓練による災害被害の軽減に繋げ

ていく。その際、同市にある28のまちづくり協議会

のうち、防災訓練の取り組みが比較的活発である魚

住まちづくり協議会、中崎まちづくりの会、松が丘

校区まちづくり協議会を取り上げる。 

魚住小学校区は、都市化が進み住宅や商業施設が

増加している農村地帯で、ため池が多い。また、内

陸部に位置し津波災害の心配は低い。中崎小学校区

は旧宿場町で、古い家屋も多い一方で、比較的大規

模なマンションもみられ、高齢化が進んでいる。海

岸沿いに位置することから津波災害が予想されてい

る。松が丘小学校区は、丘陵に開発されたニュータ

ウン明舞団地を中心としていて、高齢化が進んでい

る。津波災害の心配は低い。これら3つの校区のま

ちづくり協議会の防災訓練は、それぞれ特徴的な取

り組みを行っており、比較して検討することにした。 

研究は以下の手順で行う。Ⅱでは、災害対策基本

法と防災基本計画について確認したのち、阪神・淡

路大震災の被災状況とその後の防災計画の変化につ

いて明らかにし、自治体によって防災訓練をどのよ

うに位置付けられるようになったのかを述べる。ま

た、明石市で現在想定されている災害について紹介

する。Ⅲでは、明石市について概観したのち、同市

で行われている防災訓練を紹介し、まちづくり協議

会の概要について述べる。そのうえで、各校区（魚

住、中崎、松が丘）のまちづくり協議会がどのよう

な防災訓練を行い、住民に対して防災意識を促そう

としているのかについて、まちづくり協議会の役員

からの聞き取り調査に基づいて述べ、課題も示す。

そして、明石市のまちづくり協議会担当者から見た

各協議会の防災訓練の印象について筆者が感じたこ

とを述べる。以上を踏まえて、Ⅳでは、各まちづく

り協議会の特性の違い、訓練の内容や工夫、課題に

ついて比較検討したのち、日本が災害に負けないよ

うにするためには何が必要なのかについて述べる。 

 なお、本研究では明石市の3つのまちづくり協議

会の役員、明石市の防災担当者、まちづくり協議会

の担当者に聞き取り調査を行ったほか、一部のまち

づくり協議会の防災訓練やイベントでフィールドワ

ークを行った 1）。 

 

Ⅱ．災害対策基本法と兵庫県明石市における災害に

ついて 

1. 災害対策基本法と防災基本計画 

中央防災会議災害教訓の継承に関する専門調査会

（2008）および細田（2009）によると、災害対策基

本法は、死者・行方不明者が5,989人に達した伊勢

湾台風（1959（昭和34）年9月）がきっかけとなっ

て 1961 年に制定された法律で、日本の防災行政の

基本となる。同法の第1条では、この法律の目的に

ついて、「国土並びに国民の生命、身体及び、財産を

災害から保護するため、防災に関し、国、地方公共

団体及びその他の公共機関を通じて必要な体制を確

立し、責任の所在を明確に」すると示している。そ

して、防災計画の作成など災害対策の基本を定め、

防災行政を推進するとしている。内閣府ホームペー

ジ「防災情報」のページ「防災基本計画」によると、

同法第 34 条第 1 項に基づいて、中央防災会議が政

府の防災対策として防災基本計画を作成している。

この最上位計画に基づいて、中央省庁と指定公共機

関は防災業務計画を作成し、地方公共団体である都

道府県・市町村の防災会議は、地域の実情に即した

地域防災計画を作成することになっている。 

災害は地域の地形や地質によって発生の種類が変

わるため（井野 2018）、それぞれの場所に応じた地

域防災計画を作成する必要がある。また、井野によ

ると、地域防災計画は毎年見直しが行われている。 

 

2. 阪神・淡路大震災の被災状況とその後の防災計画 

1995年1月17日午前5時46分に淡路市旧北淡町

の野島断層を震源とするマグニチュード7.3の兵庫

県南部地震が発生した。この地震による災害は、阪
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神・淡路大震災と呼ばれている。木下（2018）およ

び明石市防災会議（2019）によると、死者・行方不

明者は6,437名にのぼり、大きな被害を及ぼした（第

1 表）。被害は、神戸市、尼崎市、芦屋市、伊丹市、

宝塚市に集中した。 

 

第1表 阪神・淡路大震災の人的・物的被害 

  内訳 全体 明石市 

人的被害 死者 6,434人 26人 

  行方不明者 3人 0人 

  負傷者 （軽傷者） 33,109人 1,745人 

  負傷者 （重傷者） 10,683人 139人 

  負傷者計 43,792人 1,884人 

物的被害 全壊 （棟） 104,906 2,941 

  半壊 （棟） 144,274 6,673 

  一部破損（棟） 390,506 21,370 

  計 639,686 30,984 

出典：木下（2018）、明石市防災会議（2019）より作成 

 

木下によると、震災発生前における六甲・淡路島

活断層主部淡路島西岸区間（野島断層を含む区間）

の平均活動間隔は約1700年から3500年であり、地

震発生確率は 30 年以内に 0.02％から 8％とされて

いた。しかし、その当時の関西では活断層による直

下型地震について深刻には考えられていなかった。

朝日新聞1996年 1月11日朝刊大阪特集記事による

と、関西は地震が少ないというのが常識のようにな

っていた。 

中村（2005）によると、阪神・淡路大震災後、各

地の自治体で地域防災計画の内容についての修正作

業が進められるようになった。阪神・淡路大震災の

際には、地震被害想定の再検討をさせること、職員

の非常時参集体制・情報連絡体制そして人命救助を

充実させること、避難所の運営計画を立てること、

ボランティアの受け入れ態勢などを整えることなど、

様々な防災活動が求められたが、円滑な対応が出来

なかった。そこで、それぞれの自治体が需要に応じ

た防災活動計画に改正することになったとされる。

地域防災計画を見直すことにより、災害時の自治体

間の応援体制が推進されたほか、非常用資機材や物

資、食料備蓄が推進され、消防行政分野では、人命

救助機器などの整備の充実及び隊員技能の向上も図

られた点で効果をあげてきた。水利（貯水槽など）

の施設整備や公共施設の耐震化にも取り組んできた。 

 また中村によると、自主防災組織の結成促進、防

災啓蒙・防災学習・合同防災訓練に関する自治体の

取り組みなどが自治体の防災事業として重視される

ようになり、防災活動における自助・共助 2）の一環

として市民や事業所の防災対策の促進が図られ、防

災体制が整備されつつある。そして、様々なハザー

ドマップが市民に向けて作成・公表されるようにな

ってきている。 

 以上から見ると、阪神・淡路大震災の影響が非常

に大きかったことで、現在までに防災訓練の促進を

含め、さまざまな取り組みが行われている。自助・

共助の一環である防災訓練の現場は実際どのように

なっているのだろうか。 

 

3. 明石市で現在想定されている地震災害 

（1）明石市での阪神・淡路大震災による被災状況 

明石市防災会議 3）（2019）によると、明石市におけ

る阪神・淡路大震災での人的・物的被害は第1表の

通りである。また死者は26人と全体の0.4％であっ

た。物的被害を受けた家屋数は全体の約 6％で、甚

大な被害とはいえ、明石市の被害は比較的小さかっ

た。 

（2）明石市地域防災計画で想定されている災害 

 明石市防災会議（2019）によると、明石市では現

時点での発生可能性を考慮し、大きな影響が予想さ

れている2つの地震を想定している。それは、「海洋

性巨大地震」と「内陸部地震」である。南海トラフ

地震は前者に該当する。 

朝日新聞2012年 8月30日朝刊淡路面記事による

と、南海トラフ地震での津波による死者数は県内で

最大5,700人にのぼるとされている。また、津波以

外の建物倒壊などによるものを含めると、県内の死

者数は7,400人にのぼると見込まれている。 

山崎断層は「内陸部地震（直下型地震）」に該当す

る。山崎断層は、那
な

岐山
ぎ せ ん

断層帯、山崎断層帯主部、

草谷断層の3つの起震断層に区分され、マグニチュ

ード7程度以上の地震規模が予想される活断層にお

ける30年以内の地震発生確率では、山崎断層帯（主

部南東部）は0.1％未満で、山崎断層（草谷断層）は

ほぼ0％とされている。 
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明石市防災会議によると、２つの地震以外にも兵

庫県では多くの地震災害が予想されている。六甲・

淡路島断層帯、中央構造線断層帯、有馬―高槻断層

帯、大阪湾断層帯などによる地震が被害を及ぼす可

能性がある。発生確率は0.1％未満から3％とされ、

万が一発生した場合には明石市にも甚大な被害をも

たらすと考えられている。阪神・淡路大震災を参考

にして被害想定が作成されており、季節や時刻など

も一致している。また、地震被害のみならず、台風

や集中豪雨による風水害も想定されている。 

（3）市民向けのハザードマップ 

『明石市ハザードマップ 2019 年度版』には、現

在、市に大きな影響を及ぼす地震として六甲・淡路

島断層帯地震と南海トラフ地震の2つが示されてい

る。これらの地震が発生した場合どのように動くべ

きかなどの情報や、明石市の津波浸水想定区域など

も示されている。また、明石市ハザードマップには、

「防災訓練に参加しましょう」という項目もある。

そこには、「自主防災組織は、自分たちの地域は自分

たちで守るという意識のもと、自主的に連携し防災

活動を行う組織です。市では、自治会などを中心に

結成されています。お住いの地域に自主防災組織が

あれば積極的に活動に参加し、地域で防災活動に取

り組みましょう」とあり、共助が呼びかけられてい

る。 

 

Ⅲ．明石市における校区のまちづくり協議会による

防災訓練について 

1.明石市の概要 

（1）明石市について 

明石市は兵庫県南部に位置している（第1図）。明

石市ホームページ「市のあらまし」によると、明石

市の面積は49.42㎢で、東西が15.6km、南北が9.4km

で、東西に細長い。市の東部及び北部は神戸市に、

西部は加古川市、播磨町、稲美町に接し、南側は瀬

戸内海に面する。 

明石市は播磨平野の東部に位置し、周辺は印南台

地と呼ばれる河岸段丘となっている。市域の最高地

が標高94.6ｍと、比較的平坦な地形である（明石市

都市整備部緑化公園課2011）。広い範囲を台地が占 

 

第1図 明石市と魚住・中崎・松ヶ丘小学校区の位置 

出典：明石市コミュニティ・生涯学習課提供資料により作成 

注）本図は明石市における小学校区の範囲を概略的に示した

ものである。まちづくり協議会は小学校区ごとに設けられて

いるが、その範囲は小学校区とは完全には一致しない。 

 

めているが、東部の明石城下町付近と海岸沿いは低

地となっている。 

今井監修（1999）によると、明石市は、1889（明

治22）年の町村制施行で成立した明石町を母体とし

ている。旧明石町は、近世の明石城下町と西国街道

の宿場町大蔵谷村が合併して成立した。1919（大正

8）年に市制施行し、1942 年に工業化が進む林崎村

を、1951年に農漁村地帯の大久保町、魚住村、二見

町と合併し、現在の明石市の姿となった。 

明石市では、近代以降の工業化とベッドタウン開

発により、著しい都市化が進展した。日本地誌研究

所編（1973）および明石市史編さん委員会編（1999）

によると、近世に新田開発がなされた市域中部から

西部にかけての台地を中心に、昭和戦前期から高度

経済成長期にかけて多数の工場が進出した。1964年

に全国総合開発計画の工業整備特別地域に指定され

ると、播磨臨海工業地域として重工業などの大工場

や下請工場が立地した。 

高度経済成長期以降、山陽本線や山陽電鉄沿線の

市域中部・西部で住宅開発が進んだ。市域東部では、

1965 年から垂水区との境界にニュータウンである

明舞団地が建設され、1967年に入居が始まった。そ

の後も山陽本線より北側の丘陵部を中心に、住宅開

発が進められてきた。 

1955年以降の明石市の人口推移を示した第2図に

よると、明石市では1960年代前半から1970年代後
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半にかけて人口が急激に増加した。1980年代前半か

ら 2000 年にかけて、人口は緩やかに増加してきた

が、その後は大幅な人口増加が収束し、横ばいとな

った。近年は子育て支援政策に力を入れて子育て世

代の転入を促し（朝日新聞 2017 年 8 月 5 日朝刊神

戸面記事）、人口の微増が続いている。 

明石市は、人口がほぼ30万人に達したことから、

2018年には中核市へ移行した。高齢化率については、

1980 年には 7%あまりであったが、その後次第に上

昇し、2015 年には 4 人に 1 人が高齢者となってい

る。 

第2図 明石市の人口と高齢化率 

出典：国勢調査より作成 

注）1955年の高齢化率は確認できていない。 

 

（2）明石市の防災訓練 

2019年4月22日と7月29日に明石市総合安全対

策室の担当者に行った聞き取り調査によると、明石

市では年に 1 度、市と 28 のまちづくり協議会のう

ち1協議会と合同で総合防災訓練を行っている。こ

れは2016年から始まった。訓練の広報は、「広報あ

かし」や「まち協通信（まちづくり協議会の広報誌）」、

チラシなどで行っている。毎年訓練を行う目的は異

なり、それに適した校区で行われている。 

 担当者によると、各まちづくり協議会で行われて

いる防災訓練では、障害当事者と健常者が一緒にな

って訓練を行うことに意義があるという。以前はこ

うした訓練を行えなかったが、2017年に魚住まちづ

くり協議会の防災訓練で、車いす使用者を避難所に

連れていくといった訓練が行われたことがきっかけ

となり、障害当事者の参加率が上昇してきていると

のことである。障害当事者や高齢者などの要配慮者

にどのようにして避難所に来てもらうか、健常者が

声掛けや共助をいかにしていくかが今後取り組むべ

き課題である。 

（3）明石市のまちづくり協議会の概要 

 Ⅰで述べたように、市町村には地域運営組織（ま

ちづくり協議会）がある。明石市では、2010（平成

22年）年4月1日に自治基本条例が施行され、市内

に協働のまちづくり推進組織が順次発足した（明石

市自治基本条例逐条解説 2011）。明石市コミュニテ

ィ・生涯学習課（2019）によると、まちづくり協議

会は28小学校区の全てで発足した。この組織は、校

区連合自治会が中心になり、子ども会、高年クラブ、

PTA やボランティア団体など、地域で活動する各種

団体で構成される組織である。各団体の特性を生か

しながらイベントや防災への取り組みなど、様々な

活動を行っている。組織体制として部会制を設け、

会長や副会長、事務局長を含め8つほどの部会が存

在する協議会もある。明石市では、市民協働推進室

コミュニティ・生涯学習課が所管をしている。 

 明石市ホームページ「明石市協働のまちづくり推

進条例逐条解説2016」によると、2016年に協働のま

ちづくり推進条例が施行され、各小学校区が「まち

づくり計画書」を策定し、市と協定を締結した。こ

れにより、地域交付金 4）などの補助金が市から交付

され、本格的に各まちづくり協議会が始動した。調

査対象である3つの協議会は、いずれも交付されて

いる。同ホームページ「住みよい地域づくり補助金

事務手引き―2019年度版―」によると、市と締結を

していない協議会には、住みよい地域づくり補助金

が交付される 5）。また、これとは別に自主防災補助

金 6）があり、年間を通して校区で実施する自主防災

活動に対して補助される（同ホームページ「2019年

度明石市自主防災組織補助金事務手引」）。 

明石市市民協働推進室コミュニティ・生涯学習課

の担当者によると、2019年 7月現在、まちづくり計

画書を策定している小学校区は 14 で、それらにつ

いては、計画書に基づきながら、多様な人との関わ

りをもって活動を行うことになっている。未策定の

小学校区には策定に向けた意識醸成を行い、将来的

にはすべての小学校区で計画書の策定を目指したい

とのことである。計画書の対象期間は基本的に3年
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から10年ほどで、中身は小学校区の概要や課題、小

学校区での目標、各部会の説明や目標など、小学校

区によって様々である。 

2．魚住小学校区について 

(1) 魚住小学校区の概要 

魚住まちづくり協議会（2015）7）によると、魚住

小学校区は明石市の北西部に位置し、西国街道・太

山寺道の旧街道が通る。明石市コミュニティ・生涯

学習課（2019）によると、近郊野菜栽培を中心に農

業が盛んで、ため池も多い。都市化が進み住宅や商

業施設が増加し、第3図を見ての通り、特に1990年

代に人口が大幅に増加した。地形図によると、標高

20ｍから70ｍ程度の台地・丘陵に位置していて、内

陸部であるため津波の心配は低い。防災訓練では津

波は想定せず、地震と風水害・土砂災害を想定して

いる（魚住まちづくり協議会2020）。 

 

第3図 魚住小学校区の人口と高齢化率 

『明石市統計書』各年版掲載の住民基本台帳データより作成 

 

魚住小学校区の人口は 28 小学校区の中で 5 番目

に多い。高齢化率も年々上昇してきているが、明石

市の小学校区では16位で比較的低い（いずれも2018

年 10月時点）。 

(2) 魚住まちづくり協議会での防災訓練の取り組み 

2019年 6月29日と11月4日に、魚住まちづくり

協議会の事務局長に聞き取り調査を行った。魚住ま

ちづくり協議会は、他の協議会とは異なり、校区自

主防災対策会議のなかで防災活動などを推進してい

る団体「共助de17」が防災訓練を行っている（写真

1）。17という数字は魚住小学校区の自治会の数を示

している。 

同協議会では2015年に初めて防災訓練が行われ、 

 

写真1 「共助de17」防災会議の様子 

2019年1月29日「共助de17」撮影 

 

2017年まではレスキュー体験やAEDの訓練、心肺蘇

生法、炊き出しなどイベント型で行っていた。しか

し、自助・共助を出来るようにしたいとの思いから、

2018年に避難所運営型訓練を始めた（写真2）。これ

は市が指定している避難所を住民が自主的に運営す

ることを目的とし、約200名が参加したとのことで

ある。訓練に参加した全員に、総務班、受付班、誘

導班、区割り班、物資班などの役割を与え、グルー

プに分かれ話し合いが行われるというものである。

これを2019年度は7月14日（日）に実施したほか、

3 月 8 日（日）にも予定され、少なくとも 1 年に 2

回は行うとのことである。事務局長によると、避難

所運営型訓練を行い始めてから、住民の防災に対す

る意識が高まってきている。自ら避難所を運営し、

1 週間は自分たちで生き延びられるようにしてほし

いとのことである。 

 

写真2 避難所運営型訓練の様子 

2019年7月14日「共助de17」撮影 

 

魚住まちづくり協議会では、調査時に市内で唯一

となる『校区防災計画書』を策定しているところで、
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実際2020年 1月に発行された。事務局長によると、

『明石市地域防災計画』は市域での防災計画になっ

ているが、それを校区内に絞ることで住民が校区に

潜む危険性などを詳しく理解できる仕組みになって

いるとのことである。 

事務局長によると、防災訓練は上手くいっており、

その理由として、訓練が浸透しつつあり、少しずつ

ステップアップしてきている点を挙げた。一方、上

手くいっていない点もあり、それは自助の点で、防

災への意識はあるが、何から準備してよいのかが理

解出来ていないという点である。つまり、訓練に参

加しても得られたことを自治会や各家庭にフィード

バックすることが十分に出来ていないと見られる。 

(3) 今後の魚住小学校区での防災訓練の課題 

 事務局長によると、魚住まちづくり協議会では今

まで「公助」を掲げて訓練を行ってきたが、避難所

運営型訓練以降は、自分の命は自分で守れるように

という「自助」の考え方に変わった。「自分事やと思

い」訓練を継続的に行っていくことで多世代の人た

ちに繋げていくことができればよいとのことであっ

た。また、自治会や各家庭レベルでの防災への取り

組みや、非常用装備の準備不足などを課題に挙げて

いた。ただし、防災訓練の限界として挙げられたの

が、公助に関することである。「３日から１週間以内

は自分たちでやる」とのことであるが、それ以上の

災害が起きると、どうにも出来ないとのことである。

魚住まちづくり協議会自体が抱える問題として、協

議会を続けていくことが課題で、新しい会員を増や

しバトンタッチしていくための人づくりをしていか

なければならないとのことである。 

3．中崎小学校区の防災訓練について 

(1) 中崎小学校区の概要 

中崎まちづくりの会（2017）8）によると、中崎小

学校は、人丸小学校の生徒数の増加を緩和するため

に開校した。小学校区の西半部は明石城下町、東半

部は西国街道の大蔵谷宿場町で、古い家並や社寺も

残っている。東西2.6㎞、南北1㎞で、南側は海に

面する。 

また、明石市コミュニティ・生涯学習課（2019）

によると、戸建てが多く並びマンションが少ない小

学校区とされているが、中崎まちづくりの会によれ

ば、近年集合住宅は増加傾向にある。 

 第 4 図を見ての通り、中崎小学校区の人口は約

7,000 人であり、市内 28 小学校区中 24 位である。

1985 年以降人口は減少してきたが、2005 年を境に

増加しつつある。また、高齢者が多く、高齢化率は

28小学校区中9位である。2015年から18年にかけ

て高齢化率は横ばいであり、集合住宅増加の影響も

考えられる（いずれも2018年 10月時点）。 

 

第4図 中崎小学校区の人口と高齢化率 

『明石市統計書』各年版掲載の住民基本台帳データより作成 

 

(2) 中崎まちづくりの会での防災訓練の取り組み 

2019年 5月20日に、中崎まちづくりの会の安心・

安全部会部会長に聞き取り調査を行った。30歳代で

ある部会長は西宮市の消防隊員であり、2017 年 11

月に前部会長から引き継ぎ、ボランティアで担当し

ている。 

中崎まちづくりの会では、2015年から防災訓練が

始まった。部会長が引き継ぐまでは、津波を想定し

た避難訓練を目的として行われていた。内容は、台

地上に位置する人丸小学校への避難と車いすを押し

て移動する体験（写真 3）や、炊き出し訓練などで

あった。しかし、まちづくりの会のメンバーのほか、

一般住民や関係機関を通じて参加を呼び掛けたもの

の、参加者は100人に満たず高齢者中心で、他の行

事と同じ顔ぶれであったとのことである。部会長は

この訓練方法が合理的ではないと考え、2018年から

次に示す想定訓練を始めた。 
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写真3 津波を想定した防災訓練の様子 

2016年1月17日 矢嶋撮影 

 

2018年の訓練は、中崎小学校の生徒とその保護者

を対象にしたアンケート形式で行われた。450 名中

380 名の回答を得ることができ、以前行われていた

避難訓練の約6倍もの人数が訓練を行うことができ

た。また回答率も84％と極めて高かったという。 

2019 年６月 30 日（日）に中崎まちづくりの会の

想定訓練に参加した（写真4）。訓練は地域の公民館

である大蔵会館で行われ、内容は近年の災害を踏ま

え、最強クラスの台風による災害を想定したもので

あった。各自治会の役員が数名ずつ集まり計 41 名

が参加した。大蔵会館は、中崎小学校区の避難所の

1 つであり、災害時の避難は可能だが備蓄品がない

ため、避難の際には食料や飲み物の持参が必要であ

る。そのため、住民に対して大蔵会館に備蓄品が備

えられていないことを理解しているのか、避難すれ

ば食料や毛布などがあると思っていないか、市が救

援物資を用意してくれると思っていないかといった

点が住民に問われていた。部会長によると、参加し

た住民の大半が、市が救援物資などを用意してくれ

ると考えていため、ホームページなどで市が救援物

資の情報を発信しても住民は把握しない可能性が高

い事を、訓練を通して痛感した。 

訓練中には SNS の１つである LINE 交換が行われ

た。各自治会の役員と部会長が LINE 交換をしてグ

ループを作ることで、災害時に各自治会からの情報

が部会長の手元に届くような仕組みを作るといった

もので、明石市で初めての取り組みであった。LINE

をしていない自治会の役員もいたため、災害用プロ 

 

写真4 中崎まちづくりの会における想定訓練の様子 

2019年6月30日 山本撮影 

 

トコール（写真 5）と呼ばれる文言を記した用紙に

必要情報を記入して提出する取り組みも行われた。

災害用プロトコールを使用することで文言を統一で

き、災害時にも慌てることなく正確に情報を伝える

ことが出来るのである。また支援が必要な災害弱者

の避難情報も把握することになっている。消防隊員

である部会長は、災害時に西宮市へ出動しなければ

ならないため、こういった取り組みをしておくこと

で、部会長自身が現場にいなくても情報が共有され

ることを期待している。 

 
写真5 中崎まちづくりの会の災害用プロトコール 

2019年6月30日 山本撮影 

 

想定訓練のメリットについて部会長は、高齢者の

負担を減らせるうえに、市役所や消防などの関係機

関に参加を要請しないことから公務員の負担を軽減

できること、自ら頭を使って想定した訓練を一度で

も行っていると、とっさの対応力が違うことを挙げ

ている。同訓練のデメリットについて部会長は、1人

で内容を考えレジュメを作るため勤務に影響が起き

かねない点を挙げ、対象を絞って実施することによ
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り影響を抑えている。部会長は、今後も想定訓練を

行うことを考えている。 

 そのほか、災害時に独居高齢者や障害者を救助し

やすくするため「安心キット」をいち早く取り入れ、

明石市に対しても情報発信をしている。 

(3) 今後の中崎小学校区での防災訓練の課題 

部会長は、中崎小学校区での地域住民の連携は比

較的出来ていると考えている。そのため、防災に関

しての認識を共有し、いざという時の初期対応も連

携して出来ることを期待している。また、避難所の

1 つでもある大蔵会館への AED の設置を呼び掛けて

いる。高齢化地域のニーズに合った体制になりつつ

あるものの、中崎まちづくりの会自体が抱える問題

として、主要活動メンバーのなり手が少なく世代交

代が進まないことから、まちづくり協議会の存続自

体に強い危機感を持っている。 

4．松が丘小学校区について 

(1) 松が丘小学校区の概要 

松が丘小学校区は、丘陵に整備されたニュータウ

ン明舞団地の明石市側と、それに連なる住宅地域か

らなる。松が丘校区まちづくり協議会（2015）9）に

よると、明舞団地は1967（昭和42）年に整備された

住宅団地である。人口は 1973 年をピークに減少に

転じた。この地域には神社仏閣がなく、青年団や消

防団、婦人会などの組織もないため、人とのつなが

りを深めるのに役立つ場所と仲間づくりを担う組織

が不足している地域とされる。そのため、「隣近所の

住民が知り合うことが出来る仕組みづくりや困った 

 

第5図 松が丘小学校区の人口と高齢化率 

『明石市統計書』各年版掲載の住民基本台帳データより作成 

注）1999年に松が丘南小学校が松が丘小学校に統合された 

ため、2000年には人口が増加した。 

ときにお互いに助け合えるコミュニティをつくって

いくことが必要」とされている。 

第5図を見ての通り、1990年代後半に松が丘南小

学校が松が丘小学校に統合されたため、人口が増加

した。また、高齢化率が著しく上昇していて、28小

学校区中2位である（いずれも2018年 10月時点）。 

 (2) 松が丘校区まちづくり協議会での防災訓練の取り組み 

2019 年 7月 25 日と11月 17 日に、松が丘校区ま

ちづくり協議会の事務局長と安心・安全部会部会長

に聞き取り調査を行った。 

事務局長は、松が丘校区まちづくり協議会が行う

防災訓練の特徴として、地域の特性に合った訓練で

ある点を挙げていた。この校区は、海がないため津

波は想定されていない。また、川が少ないため河川

による氾濫も少ない。しかし、アスファルトやコン

クリートのところが多く、大量の雨が降ると溝や水

路から水が溢れるとのことで、内水氾濫が視野に入

っていた。 

松が丘校区まちづくり協議会の防災訓練は、松が

丘小学校のグラウンドや体育館を活用し、雨天時な

どは体育館で行われている。防災訓練は年に1度行

っており、参加者は小学校区の住民や防災関係者で

ある。広報は地域の掲示板や回覧板などを利用し行

っているとのことで、訓練を行うことは自治会には

伝達している。 

事務局長によると、この協議会の防災訓練は、「楽

しみながら出来る」をコンセプトにすることによっ

て参加しやすくしていることから、訓練が上手くい

っているという。2012年に行った防災運動会が始ま

りで、パン食い競争や消火目的のバケツリレー、水

難救助のペットボトル投げ競争などが行われた。 

2019 年 11 月 17 日（日）に防災フェスタ（訓練）

に参加した。午前10時から始まり、午後12時に終

わった。場所は松が丘小学校体育館とグラウンドを

使用し、まず、明石市総合安全対策室の担当者が「災

害に備えて」と題した講演を行った。次に兵庫県立

大学看護学部の助教による「誰にでも優しい簡易ト

イレを作ろう！」という体験型講演が行われた（写

真6）。その後グラウンドに移動し、煙体験や水消火

器訓練、消火目的のバケツリレー訓練などが行われ
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た（写真7、8）。最後に炊き出し訓練をし、参加者が

食べ終えたのち解散となった。この訓練に参加した

住民は約80人で、スタッフを合わせると合計120人

程が参加した。 

 

写真6 防災フェスタでの簡易トイレ作成 

2019年11月 17日 山本撮影 

 

写真7 防災フェスタでの煙り体験の様子 

2019年11月 17日 山本撮影 

 

写真8 防災フェスタでのバケツリレーの様子 

2019年11月 17日 山本撮影 

 

(3) 今後の松が丘小学校区での防災訓練の課題 

 事務局長によると、松が丘小学校区の課題は、坂

や階段が多いため、住民の中に多数みられる独居高

齢者が松が丘小学校に来ることが難しい点である。

そのため2011、12、13年は、1人でも多くの高齢者

が参加できるように、朝霧コミュニティーセンター

避難所、朝霧中学校避難所、松が丘小学校避難所の

3 つの場所で訓練を行った。その際、防災行政無線

などを使って訓練実施を広報したが、参加者の顔ぶ

れは同じで効果がなかった。防災運動会や現在の防

災フェスタは、参加者を1人でも増やすために行わ

れた。 

この校区は、住民間での情報共有が十分に出来て

いないことに問題があるとされるが、高齢者が多く、

中崎まちづくりの会のように LINE などのツールを

使った情報の共有は難しいとのことである。なによ

りこの小学校区は、阪神・淡路大震災での被害が比

較的小さかったため、住民が危機意識を持っていな

いと懸念している。また、本来、参加してもらいた

い人（関心がない人）が訓練に参加してくれない点

も課題である。また、松が丘校区まちづくり協議会

自体が抱える問題として、後継者不足を挙げている。

この校区は青年団などが存在しないため、若い世代

を見つけにくいとのことである。 

5．明石市の担当者から見た各小学校区の防災訓練 

 2019 年 9 月 17 日に明石市市民協働推進室コミュ

ニティ・生涯学習課でまちづくり協議会を担当して

いる職員2名に聞き取り調査を行った。聞き取り対

象者は、魚住小学校区と中崎小学校区の担当者、松

が丘小学校区の担当者である。 

魚住まちづくり協議会について、「共助 de17」の

メンバーが増えれば知識や意見も増えるため、より

良い防災訓練に取り組めると担当者が感じているよ

うに見られた。また、魚住まちづくり協議会が防災

計画を策定していることについて、今後の活用方法

に注目している様子が見受けられた。中崎まちづく

りの会については、中学校区との連携やSNSを活用

した訓練の積極的展開とそのステップアップに期待

しているように見受けられた。 

松が丘校区まちづくり協議会については、直面す
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る高齢者問題への現実的な対応や新たなる訓練の模

索、避難者の情報共有を念頭に置いた訓練や高齢者

のネットワーク形成などを意識して解決していく必

要があると、担当者は感じているように見受けられ

た。 

 

Ⅳ. 結論 

本研究では、明石市の特性が異なる3つの校区（魚

住、中崎、松が丘）のまちづくり協議会がどのよう

な防災訓練を行い、住民に対して防災意識を促そう

としているのか、課題は何なのかについて明らかに

してきた。 

次の第2表は、各まちづくり協議会の防災訓練と

それに影響を及ぼす要因についてまとめたものであ

る。以下はこれに基づいて検討する。 

魚住まちづくり協議会では、2015年から防災訓練

が始まり、自助・共助が出来るようにと2018年から

は避難所運営型訓練が行われ、活発な活動が続いて

いる。この地域は、台地・丘陵に位置し内陸部であ

ることから津波を想定せず、地震や風水害、土砂災

害を想定し訓練を行っている。住民の防災への意識

は比較的高く、津波が想定されていない地域でも熱

心に訓練を行えているといえる。とはいえ、自治会

や各家庭レベルでの防災への取り組みや非常用装備

などの準備不足などが不十分であるとまちづくり協

議会の担当者が認識している点から言えるように、

その対策は重要である。 

中崎まちづくりの会の校区は、海に面している低

地であることから様々な災害が予想されている。

2015年から防災訓練が始まり、部会長が若い世代に

交代した2019年には、市内で初めてLINEを活用し

た想定訓練が行われ活発な活動が続いている。この

想定訓練は市の担当者からも注目されていた。しか

し、高齢者が多く、防災に関する認識や初期対応の

共有が出来ていない。とはいえ、高齢化が進んでい

る地域での想定訓練は有効である可能性があるとい

える。 

松が丘校区まちづくり協議会では、2012年に始ま

った防災運動会から 19 年に行われた防災フェスタ

まで「楽しみながら出来る」をコンセプトとし、活

発な活動が続いている。この地域は丘陵に整備され

たニュータウン明舞団地が中心で、高齢者が多い。

阪神・淡路大震災で被害が比較的小さかったことや

津波の心配が低いことから、住民の防災意識は比較

的低い。それに加え、坂や階段が多いため高齢者が

防災訓練に参加しにくい。こうした点を担当者が認

識し、訓練を工夫することで、防災訓練を松が丘校

区の行事の1つとして継続させている。しかし、高

い高齢化率への対策は重要な課題のままである。 

本研究では、以上のように阪神・淡路大震災の時、

人口が比較的多かったにも関わらず、被害は比較的

小さかった明石市において防災訓練の取り組みが比

較的活発である3つのまちづくり協議会を取り上げ、

その取り組みや課題を示した。それぞれ地域の特性

が異なり、訓練の内容に違いがあるものの、地域の

特性にあった訓練を行い、災害被害の軽減に繋げよ

うとしている。これは、担当者自身が熱心であるこ

と、危機意識を持っていること、地域への思いがあ

ることによると考えられる。 

しかし、どこも参加者数は決して多いとは言えな

いことから、住民の防災意識

は必ずしも高いとは言えな

い。さらに各担当者が共通の

課題として挙げている後継

者不足により、まちづくり協

議会の存続自体が危ぶまれ

ている。共通している防災訓

練の課題として、訓練の参加

者を増やす対策をしていか

なければならない。これは、

第2表 各まちづくり協議会の防災訓練の形式と課題 

まちづくり協議会 
海に面して 

いる地区 

高齢化率 

（2018年） 

住民の 

防災意識 
訓練形式 訓練の時期 

魚住まちづくり協議会 × 低い 〇 避難所運営型 7月と3月 

中崎まちづくりの会 〇 高い △ 想定型 6月 

松が丘校区まちづくり協議会 × 高い × イベント型 11月 

海に面している地区： 〇：当てはまる ×：当てはまらない 

住民の防災意識  ：  〇：高い    △：どちらとも言えない  ×：低い 

出 典：調査より作成 

注）住民の防災意識の高低は筆者の認識による。また、高齢化率は 

明石市の高齢化率と比較している。 
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市が中心になって対応に当たる必要があると考えら

れる。 

次に筆者が感じた各まちづくり協議会の防災訓練

の課題について述べる。魚住まちづくり協議会につ

いては、災害時はどのような人が避難をしてくるか

はわからないため、避難所運営型訓練を行うことに

よって様々な避難者に対応できるようにすること、

避難所の運営は想定通りにいかないかもしれないこ

と、訓練時の5つの役割を誰もがどの役割でも出来

るになる必要があることを考えなければならない。 

中崎まちづくりの会については、災害時、住民と

防災担当者との間で LINE を活用し情報を共有する

ことで、小学校区の被災状況を防災担当者が理解出

来る。しかし、災害時は携帯電話のアクセス数が増

え、通信が制限される状況も考えられるため、LINE

が繋がらないことも想定しておくべきだと考える。 

松が丘校区まちづくり協議会については、高齢者

の多い小学校区であるため、楽しみつつ行いながら

も、充実感や緊張感をよりいっそう持てる訓練方法

も模索していく余地があるのではないかと考える。 

野田・矢嶋（2016）の研究では、自治会の取り組

みとしての防災訓練の困難さが読み取れたが、本研

究から、校区連合自治会を中心として発足したまち

づくり協議会であれば、その規模の大きさゆえに、

防災訓練の取り組みの持続可能性はより高いのでは

ないかと考えられる。しかし、活動の中心となる人

に負担が集中してしまうことは否定できない。この

点は、まちづくり協議会の存続にとっての懸念材料

になり得る。また、まちづくり協議会の規模の大き

さゆえに、住民の防災意識には濃淡が生じてしまう

恐れもある。 

まちづくり協議会という組織を今後も存続させて

いくために、有償ボランティアといった形もあるの

ではないだろうか。無償ボランティアだけでは限界

がある。まちづくり協議会という組織がなくなれば、

今高まりつつある住民の防災意識が薄れてしまう。

この組織は、住民の意識啓発に繋げていくためにあ

り、これは明石市内だけではなく日本全体に言える

ことである。市では担当者の人員が不足し、まちづ

くり協議会に対し十分なサポートが出来ていないよ

うに感じられた。市の担当者は、防災の取り組みだ

けを行うわけにはいかないため、地域住民自らが市

のサポートを得て自助・共助を行っていかなければ

ならない。そうした意識を持つことによって、まち

づくり協議会による防災訓練がより活発に行われる

ようになり、それがまちづくり協議会の存続にも繋

がることが期待される。そして日本各地で防災訓練

が適切に行われるようになれば、日本が災害に負け

ないようになっていくのではないだろうか。 

今後の研究課題として、明石市民の声を直接聞く

ことで、不明であった訓練の効果、災害への危機感

を把握する必要がある。また、本研究は現在の明石

市における一部の防災訓練の実態把握に比重を置い

たため、阪神・淡路大震災以降に防災まちづくりが

どのように整備されてきたかについては明らかにさ

れていない。住民の防災意識をより高め、防災訓練

の効果を高めるには何が必要かについても考えなけ

ればならない。 
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注 

1) 筆者のうちの矢嶋は、2014～16年度にかけて、

中崎まちづくりの会で歴史・文化部会長を担当し、

防災訓練などの各種行事にも参加していたことを

記しておく。 

2) 『広辞苑第七版』によると、自助とは、自分で自

分の身を助けることをいう。共助とは、助け合い

のことで、行政機関相互の間の協力をいうことも

ある。 

3）明石市防災会議（2019）によると、この組織は、
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明石市にかかる災害に関して、市及び防災関係機

関が全機能を有効にして、その所掌に係る災害予

防、災害応急対策及び災害復旧・復興対策を計画

的に実施することにより、住民の生命、身体、財

産を災害から保護することを目的としている。 

4）明石市ホームページ「明石市協働のまちづくり推

進条例逐条解説2016」によると、各小学校区の特

性に応じたまちづくりを進めることを目的に、そ

れぞれの校区で作成した「まちづくり計画書」に

基づき、市と協定を締結した取り組みに対して、

１年度154万円を基本額として必要な経費の一部

を交付するものである。 

5) 明石市ホームページ「住みよい地域づくり補助

金事務手引き―2019年度版―」によると、小学校

における校区まちづくり組織などが、①地域課題

について話し合う場の開催、②地域の課題解決を

図る活動の場、③組織の見直しや充実、④まちづ

くり計画書の策定などに取り組む場合、1年度60

万円を限度に補助金が交付されるものである。 

6）明石市ホームページ「2019 年度明石市自主防災

組織補助金事務手引」によると、補助金額は世帯

割+自治会割で決まる。世帯割は自主防災組織を構

成する世帯数×16円で、自治会割は組織加入自治

会等の数×8000円である。 

7）魚住まちづくり協議会（2015）によると、『魚住

まちづくり計画書』は2015年に発行された。この

計画書は、「住みよい・住みたい魚住」を目指して、

全世帯アンケートや考える座談会などにより、校

区内のさまざまな問題点や課題について調べ、策

定された。 

8）中崎まちづくりの会（2017）によると、『中崎ま

ちづくり計画書』は2017年に発行された。この計

画書は、より多くの住民に関心を持ってもらい、

また課題を解決していくことで、さらに住み良い

まち、住みたいまちにするために策定された。 

9）松が丘校区まちづくり協議会（2015）によると、

『松が丘校区まちづくり計画』は 2015 年に発行

された。この計画書は、松が丘が明るく住みよい

まちになるように、1 人でも多くの住民に「松が

丘のまちづくり」に関心を持ってもらうことを目

指して策定された。 
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